
　　令和７年度　鶴田町一般競争（指名競争）入札参加資格審査　　　　

申請書について【建設工事】  

 

　　　町が発注する建設工事の一般競争（指名競争）入札に参加したい業者の方は、次

 　　により関係書類を提出してください。

 

 

 １　受付期間　　令和７年１月６日～２月末日（土、日曜日及び祝祭日を除く。）

２　提出場所　　鶴田町総務課管財係　5０１７３－２２－２１１１内線２７６ 

３　提出方法　　持参又は郵送（２月末日消印有効。なお、受領書が必要な場合は返信

 　　　　　　　　用封筒(切手貼付)を同封してください。）

４　有効期間　　１年間(令和７年５月１日～令和８年４月３０日) 

５　提出書類 　 中央公共工事契約制度運用連絡協議会（中央公契連）統一様式により、

 資格審査申請書及び下記書類を添付してください。

 

 　　　　　（１）一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書（建設工事）

 　　　　　（２）経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書（写）

 　　　　　（３）工事経歴書（過去２か年）

　　　　　　　  ※町内業者は、鶴田町発注工事実績書(過去２か年)も提出してください。 

 　　　　　（４）営業所一覧表（支店、営業所等がない場合、提出不要です。）

 　　　　　（５）技術職員名簿

                ※町内業者は、技術職員調書（第２号様式）も提出してください。  

 　　　　　（６）許可指令書の写し又は建設業許可証明書

 　　　　　（７）直前１年の納税証明書

               （課税されていない場合は、不課税の証明又は未納がないことの証明を

　　　　　　　 　提出してください。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　　　　

               ●法人

 　　　　　　　  本社の所在するところの以下３種の納税証明書

 税　　　　目

    ①町(市 ･村 )税 ･法人町(市 ･村 )民税

 ･固定資産税（非課税は、提出不要）

 

    ②県(都 ･道 ･府 )税 ･法人県(都 ･道 ･府 )民税

 ･法人事業税

 

  ③国税 ･その３の３(「法人税」及び「消費税及び 

 地方消費税」について未納税額のない証

明)

           

 　　　　　    　※ただし、当町内に支店・営業所等を有するものは、当町の

 　　　　　　　　　納税証明書も提出してください。

 



               ●個人

 　　　　　      代表者の以下３種の納税証明書

               税　　　　目

    ①町(市 ･村 )税 ･町 (市 ･村 )県 (都 ･道 ･府 )民税

 ･固定資産税（非課税は、提出不要）

 

  ②県(都 ･道 ･府 )税 ･個人事業税

 ③国税 ･その３の２(「申告所得税」及び「消費税 

 及び地方消費税」について未納税額のない

 証明)

           

 　　　　　（８）印鑑証明書

           （９）使用印鑑届

 　　　    （ 10）登記簿謄本又は登記事項証明書（法人の場合）

 　　　　　　　　身分証明書（個人の場合）

 　　　  　（11）年間委任状

               （本社代表者が支店、営業所長に権限委任する場合のみ提出してくださ

 　　　　　　　  い。該当しない場合は提出不要です。）

 　　　　　（12）営業用機械器具

　　　　　　　 （所有しているものについて記載することとし、リース等によるものは

 　　　　　　　  記載不要です。）

 

 

 　　　　注意事項

 　　　　　

　　　　　（１）各証明書は、複写可。ただし、使用印鑑届及び年間委任状は原本で提

 　　　　　　　　出してください。

　　　　　（２）申請書提出後、内容に変更があったときは、その都度変更届を提出し

　　　　　　　　てください。なお、変更届の様式は規定しておりませんので、任意の

 　　　　　　　　様式にて提出してください。

       　  （３）各証明書は、証明年月日が申請書提出時の３か月以内のものを使用し

 　　　　　　　　てください。

       　  （４）提出書類は、Ａ４版ファイルに綴じ、表紙及び背表紙に業者名を記載

 　　　　　　　　して提出してください。（ファイルの色指定なし）

       　  （５）使用印鑑届、年間委任状の様式は総務課管財係に置いてありますが、

 　　　　　　　　任意の様式にて提出しても構いません。

          （６）社会保険等（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険）に加入している

　　　　　　　　ことが、条件（適用除外を除く）となります。詳しくは、別紙をご参

　　　　　　　　照ください。 

          （７）町内業者は、技術職員調書（第２号様式）を提出してください。


